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【論文要旨】
　本稿は，1972年のアメリカ連邦最高裁判決・Wisconsin　v．　Yoderをめぐる論争を紹介，検討す
るものである。Yoder判決をめぐる論争は，つきつめれば，各論者が支持する公教育観，さらには
自由観，民主政観を問うことを要求するものであり，アメリカにおいて公教育と憲法との関係がど
のように考えられているのかを検討する上で，格好の素材となるものだからである。本稿では，
Yoder判決をめぐる論争を検討するにあたり，子どもの利益と民主政の要請という二つの視点から
分析を試みている。その検討の結果，Yoder判決をめぐる論争は，公教育を通じて子どもたちに批
判的思考力を備えさせることを強制できるかどうかという問題を中心に展開されていることがわか
る。そして，この問題への答えは，各論者が依って立つ公教育観，自由観，民主政観によって異な
りうる。筆者の結論は，公教育を通じて批判的思考力を養うことを奨励することはできるが，それ
に反対するものにまで強制することはできないというものである。
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皿．Yoder判決をめぐる論争
　1．子どもの利益　　生き方の自律的な選択を保障する批判的思考力
　2．民主政の要請　　民主的市民の徳性としての批判的思考力
おわりに
はじめに
　1972年，アメリカ連邦最高裁判所（以下，連邦最高裁）は，公教育1と憲法にかかわり，その
後，現在に至るまで論争の的となっている判決を出した。Wisconsin　v．　Yoder2である。本稿は，
このYoder判決をめぐるアメリカでの論争を検討することを目的とする。　Yoder事件では，キリ
スト教の一派アーミッシュ（Amish）の3人の親が，宗教的信仰を理由に，自己の子どもたちを，
ある段階を超えて公立あるいは私立のいかなる学校にも通わせることを拒否した。アーミッシュの
親たちは，この就学拒否がウィスコンシン州の義務教育法に違反するとして訴追された。連邦最高
裁は，宗教実践の自由と親の教育権限を理由に，当該義務教育法をアーミッシュの親に適用する限
りで違憲であると判示し，親に対して義務教育法からの免除を認めた。
　Yoder判決は，一見したところ，宗教実践を理由に，一般的適用可能性を有する法律からの免除
を認めている点で，少数者の信仰に便宜を図り，肯定的評価をされるべきもののようにも思われ
る。実際に，宗教の自由を高水準で保護するものという評価のされ方もある3。しかし，Yoder判
決に対しては，リベラルを自称する論者からの批判が思いのほか多い。Yoder判決に対する評価
は，賛否両論相半ばする状況と言えるであろう。そのような状況は，宗教的信仰に対する便宜は司
法府によらず立法府に任せるべきだとか，宗教的信仰に対して便宜を図ることは政教分離に反する
のではないか，というような信仰にもとつく法律からの免除という論点一般にかかわる問題点ゆえ
に生じているわけではなさそうである。むしろ，Yoder判決の固有の文脈，すなわち，公教育とい
う場面にかかわるがゆえに生じているように思われる。Yoder判決を批判する論者は，自己が支持
1本稿で，公教育とは，家庭や他の私的団体（教会等）において主に親の監督下において行われる私教育とは
別に，初等・中等教育段階の子どもを対象にして公立あるいは私立の学校において主に行われ，一部または
全部が政府によってコソトロールされる教育を指すものとして使用する。また，アメリカにおいては，連邦
憲法上，教育に関する規定は存在せず，教育に関する事項は原則的に州の権限である。現在では，50州すべ
ての州憲法で，州政府が公立学校を整備しなければならない責任が明記され（例えば，アリゾナ州憲法は，
「州議会は，一般的かつ統一的な公立学校制度を規定する法律を制定しなければならない一・」（A．R．S．　Con－
st．　Art．　XI．§．1．）と規定している），一定の年齢の子ども（多くの州では7歳から16歳）を公立，あるいは
私立学校に通わせることを親に要求する義務教育法が制定されている。さらに，ハワイ州を除くすべての州
　で地方教育委員会が設けられ，教育に関する一定の権限を委任されている。もっとも，第2次大戦以降，連
邦政府も，各州への補助金助成を通じた連邦レベルでの教育規制を行なっている。Mark　G．　Yudof　et　al．，
Educational　Policy　and　the　Law　855－900　4thed．（West　Thomson　Learning　2002）．
2406U．S．205；92　S．　Ct．1526（1972）．
3James　D．　Gordon，　Wisconsin　v．　Yoder　and．Religious　Liberly，74　Texas　Law　Review　1237，1237（1996）．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－2一
する自由観，民主政観を含む憲法観を前提にして公教育を考えた場合に，判決の中に自己の公教育
観と対立する契機が含まれていると主張し，判決に同意する論者は自己が支持する公教育観と矛盾
するものではないと主張する。すなわち，どのような公教育観を支持するか，つまるところ，どの
ような自由観あるいは民主政観を支持するかによって，Yoder判決に対する評価は異なってくると
いうことである。それゆえ，Yoder判決をめぐる論争を検討することは，アメリカにおいて公教育
と憲法との関係がどう考えられているかという問題を考察する格好の素材を提供してくれる。
1．アーミッシュ
　Yoder判決が今日に至るまで活発な論争の的となっている理由の一端は，この事件の一方当事老
である親の所属する宗教共同体の特殊性に起因する4。アメリカ社会におけるアーミッシュという
宗教共同体の特殊性である。アーミッシュは，ヨーロッパの宗教改革時にカトリックの指導性に激
しく抵抗したプロテスタント急進派の一派である再洗礼派（Anabaptists）をその出自とする。再
洗礼派は，スイス，ドイッ，オランダを拠点として，「原初的な形態のキリスト教信仰」と呼ばれ
るものを支持し，当時の支配的な宗教的信仰，特に，幼児洗礼（infant　baptism）と教会の国家統
制に反対した。そのため，カトリックや主流派プロテスタソトが支配的である国家から，厳しい迫
害を受けていた。1690年代，スイスの再洗礼派内で教義をめぐり争いが起こり，厳格な教義を貫
くことを主張するJoseph　Ammannに率いられた一派が分裂した。その一派がアーミッシュとして
知られるようになる5。18世紀初頭，アーミッシュの人びとは，国家からの迫害を逃れるため，ア
メリカに移住することを選んだ。
　Yoder事件で当事者が所属する宗派は，アーミッシュの中でもさらに厳格に教義を解釈するオー
ルド・オーダー・アーミッシュ（Old　Oder　Amish）である。オールド・オーダー・アーミッシュ
（以下，本稿で単にアーミッシュという場合はこの宗派を指す）の中心教義は，大まかに言えば，
「高次の権威への服従」（Gelassenheitと呼ばれる）である。アーミッシュの人々は，個性を尊ば
ず，共同体の中に自己を埋没させることを望む。さらに，自己アピールや他者との競争，知性的な
成功には関心を示さず，神と共同体への献身が生活の中心である。まさに，宗教が生活全体を覆っ
ている。また，男女平等というような価値観を否定し，妻は夫の権威に服従するべき存在と位置づ
けられている。アーミッシュの人々は，多くは農業を営み，一般社会との接触を可能な限り避けよ
うとする。世俗的な現代的生活様式を堕落したものとみなし，そのような生活様式からの分離をよ
4本章のアーミッシュに関する記述に関しては，See，　Jeff　Spinner，　The　Boundaries　of　Citizenship；Race，
　Ethnicity　and　Nationality　in　the　Liberal　State，88－93（The　Johns　Hopkins　University　Press　1994）；Shawn
　Francis　Peters，　The　Yoder　Case：Religious　Freedom，　Education　and　Parental　Rights，7－49（University　Press
　of　Kansas　2003）．また，参照　ドナルド・B・クレイビル著　杉原利治／大藪千穂訳『アーミッシュの謎：宗
　教・社会・生活』論創社（1996）。
5アーミッシュと分派した教義をより柔軟に解釈する者たちの中で，現在でも有名な一派が，メノナイト
　（Mennonite）である。
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しとするからである。それゆえ，例えば，自動車（旅行などのために利用することは許される）や
テレビを所有することを禁止され，違反した場合には，村八分にされる（expelled）というような
制裁を受ける（Ordnungと呼ばれるルールである）。
　アーミッシュの人々は，子どもの教育に関しても独特の考え方を持つ。基本的に，子どもたち
は，幼いときから神と共同体への献身こそが善き生き方であり，世俗的な現代的生活様式は堕落し
た生き方だと教え込まれる。もっとも，世俗的な教育の価値を完全に否定するわけではない。読み
・書き・算数というような初歩的な教育は，アーミッシュ共同体の外の人々と交わる場合やアーミ
ッシュ共同体における農作業等の仕事に役立つからである。その点で，初等教育段階の学校教育は
有意義なものと認める。しかし，初等教育段階を超えた学校教育は，世俗的な現代的生活様式に必
要以上に子どもたちを曝すことになり，神による救済から子どもたちを遠ざけることになってしま
うと考える。さらに，感受性豊かな青年期に子どもたちを学校に通わせることはアーミッシュ共同
体への一体感を失わせ，共同体そのものの存続が脅かされることになるという。この点は，幼児洗
礼を禁止するアーミッシュ共同体にとって死活問題である。それゆえ，アーミッシュの親たちは，
おおむね14歳以降の学校教育（学年で言えば第9学年以降）を子どもに受けさせることを拒否し
てきた。このような学校教育に対する方針は，1950年代までには各地のアーミッシュ共同体で定
着してきたという。さらに，アーミッシュ共同体の多くでは，1960年代以降，初等教育に関して
も，子どもたちが一般社会と接触することを可能な限り避けるため，独自の教区学校を設立し，そ
こに子どもたちを通わせるようにしている。このようなアーミッシュの教育に対する独自の姿勢の
ため，各地で，義務教育を受けさせようとする州当局（多くの州では16歳くらいまでを義務教育
としている）とアーミッシュ共同体との争いが頻発するようになった6。Yoder事件も，州当局と
アーミッシュ共同体との子どもの教育をめぐる一連の争い中の一つに数えられる。
1．Yoder判決
1．事件の背景と概要
　事件の舞台は，ウィスコンシン州グリーン郡ニューグラールス（New　Glarus）である7。1960年
代，ニューグラールスのアーミッシュの人々は，上述のとおり高校段階の学校教育を好ましくない
と考えていたので，おおむね14歳までには学校教育から子どもたちを引き揚げていた。しかし，
その段階までは，ニューグラールス学校区の公立学校に他の子供たちと同じように通わせていた。
その中で，公立学校で着用が義務付けられた体育着をめぐって，アーミッシュと学校区当局との争
6Yoder判決以前にも州裁判所レベルでは，義務教育をめぐるアーミッシュと州との紛争が訴訟になってい
　た。しかし，アーミッシュに有利な判決が出ることはほとんどなかった。この点に関しては，See，　Notes：
The　Right　Not　to　be　Modern　Men：The　Amish　and　Compulsory　Education，53　Virginia　Law　Review　925，941－
948　（1967），
7以下のYoder事件の背景に関しては，　Shawn　Francis　Peters，　supra　note　4　at　21－36．
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いが起こることになる。後にYoder事件の当事者となるJonas　Yoderは，自己の2人の娘たちが
着用しなければならない体育着がアーミッシュの女性にふさわしくないと考え，体育の授業を欠席
させることにした。これに対して，当初，学校区当局は，体育着を着用しなければ授業には出席さ
せず，授業に欠席を続ける場合には退学にするという厳しい態度で臨んでいた。しかし，その後，
世論の反応に押されて，嫌々ながらも，アーミッシュの子どもには体育着規制を若干緩やかにする
というある程度の妥協を示した。もっとも，体育着をめぐる紛争はこれで解決したわけではなかっ
た。アーミッシュの人々は妥協の産物である若干緩やかな体育着規制では満足できなかったからで
ある。体育の免除を認める法案が州議会に提出されもしたが，不成立に終わった。このような経過
のうち，アーミッシュの人々は，公立学校には期待せず，自分たち独自の私立学校を設立するほか
ないと自覚するようになったという。
　1968年，ニューグラールスのアーミッシュの人々は，当地の学校視学Kenneth　Glewenに対し
て，独自の教育委員会と私立学校を設立し，次の学校期からアーミッシュの子どもたちを公立学校
から引き揚げる旨を通告した。Glewenは，アーミッシュの学校設立自体に対しては好意的な態度
を示していた。しかし，Glewenは，アーミッシュの子どもたちが公立学校からいなくなること
で，生徒数に応じて割り振られる州からの助成金が減ることを恐れていた。そこで，Glewenは，
アーミッシュの人々に対して，次年度の生徒数を確定する基準日までは形式的に子どもたちが公立
学校に通っていることにしてくれるように要請した。それに対して，アーミッシュの人々は，その
ような俗的な計略には応じられないと要請を擾ね付けた。要請を断られた後，Glewenは，アーミ
ッシュの人々がウィスコソシン州の義務教育法に違反しているのではと疑い，無断欠席生徒補導員
（truant　officer）としての権限にもとづきアーミッシュの村落の調査に出向いた。ウィスコンシン
州の義務教育法では，親は，自己の子どもを16歳まで公立あるいは私立の学校に通わせなければ
ならないとされ，それに違反した場合には，親に対して刑罰が用意されていた。G正ewenは，調査
の結果，少なくとも16歳以下の7人の子どもが公立学校にも私立学校にも通っていないことを発
見した。Glewenは，何度かの警告の後，グリーソ郡裁判所に訴追請求状を提出し，1968年11月に
アーミッシュの3人の親（Jonas　Yoder，　Wallace　Miller，　Adin　Yutzy）が，義務教育法違反の軽罪
に当たるとして正式に訴追された。これがYoder事件である。
　グリーン郡裁判所は，アーミッシュの親3人を有罪と判決した。アーミッシュの親たちの弁護
人は，軽罪の有罪判決をウィスコンシン州最高裁判所に直接に上訴することは手続上の問題ででき
なかったため，グリーン郡巡回区裁判所に覆審（trial　de　novo）を申し立てた。グリーン郡巡回区
裁判所も，3人の親を有罪とした。ウィスコソシン州最高裁判所は，宗教実践の自由を理由に義務
教育法をアーミッシュの親たちに適用する限りで違憲であると判示し，有罪判決を覆した。これに
対し，連邦最高裁は裁量上訴の申し立てを認めた。
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2．連邦最高裁判決
　連邦最高裁は，親の宗教実践の自由と宗教教育の自由を理由として，本件においてアーミッシュ
の親に対して州義務教育法を適用する限りで違憲であると判示し，原審判決を容認した。Burger
首席裁判官が法廷意見を書いた。Stewart裁判官とWhite裁判官がそれぞれ同意意見を書いている。
Stewart裁判官同意意見にはBrennan裁判官が賛同し，　White裁判官同意意見にはBrennan裁判
官とStewart裁判官が賛同した。これに対して，　Douglas裁判官が一部反対意見を書いている。
Powell裁判官とRehnquiest裁判官は審理に参加しなかったため，立場を表明していない。以下，
本節では，しばしば論争の的になっているBurger首席裁判官の法廷意見とDouglas裁判官の一部
反対意見を紹介する。
〔Burger首席裁判官法廷意見〕8
　法廷意見によれば，州は，その市民に対して教育を提供し，合理的な規制を加える責任と権限を
有するという。しかし，親も，合衆国憲法修正1条の宗教実践の自由条項と伝統的な親の利益に
もとついて，子どもの教育，特に宗教教育をコントロールする権限を有する。それゆえ，双方の利
益を衡量するべきであり，州がアーミッシュの子どもたちに第9学年以降も学校教育を強制する
ためには，その要求によっても宗教実践の自由が侵害されないこと，もしくは，宗教実践の自由を
上回るのに十分な州の利益が存在することが証明されなければならない。しかも，その州の利益と
は，「最高度の利益」でなければならない。
　法廷意見は，第9学年以降の学校教育を強制することは，アーミッシュの信仰と真っ向から対
立する世俗的な影響に子どもたちを曝し，子どもの宗教的発達とアーミッシュ共同体への統合に実
質的に介入することになり，さらには，アーミッシュ共同体そのものの存続を危険にさらすことに
なると認定した。それゆえ，州が第9学年以降も学校教育を強制することは，アーミッシュの親
たちの宗教実践の自由にとって深刻な脅威となるという。
　他方，法廷意見は，州が子どもたちに対して政治システムに効果的に参加する市民となるための
教育や自己充足的な社会の参加者となるための教育を提供する責務を負うことは認める。しかし，
16歳までの義務教育が，子どもたちを無知から保護し，民主的なプロセスに参加するために必要
であるという州側の主張に対しては，プラス1年か2年の教育から得られる州の利益は少ないと
述べる。なぜなら，法廷意見は，アーミッシュの人々は，極めて生産的かつ遵法的であり，社会に
対して負担をかけるような存在でもなく，さらには市民としての社会的・政治的責任を満たすため
には基礎的な教育で十分と考えるからである。また，法廷意見は，州は親の希望とは無関係に子ど
もに中等教育の利益を与えるパレンス・バトリエ（parens　patriae）としての権限を有するという
州側の主張に対して，子どもに対する身体的・精神的な害悪を防止するためならいざ知らず，本件
8Yoder，406　U．S．，207－237；92　S．　Ct．，1529－1543．
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には無関係な主張であると述べる。後に述べる子どもの意思を考慮に入れるべきだというDouglas
裁判官の反対意見に対しても，本件の当事者は親であるから子どもの意思は無関係だとして退け
る。そして，最後に，アーミッシュの人々は，第8学年を超える教育をまったく否定しているわ
けではなく，その後も家庭での農耕職業教育を予定していることを考えれば，州の利益が損なわれ
ているとは言えないという。以上の理由で，法廷意見は，アーミッシュの親の宗教活動の自由と宗
教教育の自由にもとづき，親に対して州義務教育法からの免除を認めた。
〔Douglas裁判官一部反対意見〕9
　Douglas裁判官によれば，法廷意見が親の利益と州の利益のみを考慮している点が不十分である
という。本件は，高校に通うような年齢である子どもの利益も問題になっている。もし，本件にお
いて，親の宗教的理由にもとつく免除が認められるならば，その不可避的効果として，親の宗教的
義務に関する見解が子どもに押し付けられることになる。その時に，子どもが親とは反対の見解を
表明するのに十分に成熟している場合には，子どもの意見を調査せずに，そのような親の見解の押
し付けを許すことは子どもの権利を侵害するという。それゆえ，Douglas裁判官は，もし，子ども
が高校に通いたいと望み，その望みを尊重すべきくらい十分に成熟していたならば，州は，親の反
対に対抗できると述べる。
　その点で，本件では，Jonas　Yoderの娘であるFrieda　Yoderの見解が調べられ，　Frieda自身が
高校の教育に反対しているので，Jonas　Yoderに関しては法廷意見の判断は正しいと言えるが，他
の2人の親の子どもに関しては意見が聴取されていないので，その子どもたち対する法廷意見の
判断には反対するという。Douglas裁判官は，本件で影響を受けるのは親ではなく子どもの将来で
あり，もし，本件の親の主張を認めるならば，子どもは，永遠にアーミッシュの外の世界に出られ
なくなると述べる。権利章典や生徒自身が自己の運命を決める主人公になる権利を言うならば，決
定的なのは，親の判断ではなく，生徒の判断である。もし，生徒が，彼にとっての権威的存在によ
ってアーミッシュの生き方に繋ぎ止められ，教育が短くされてしまうならば，彼の生活全体が台無
しにされてしまう。それゆえ，Douglas裁判官は，本件においては，子どもに意見聴取の機会が与
えられるべきあったという。
皿．Yoder判決をめぐる論争
　Burger首席裁判官の法廷意見から明らかなように，　Yoder判決は，アーミッシュの親に対する
州義務教育法の全面的適用が，親の宗教的信仰あるいはそれと一体化したものとしての子どもの信
仰に負担を強い，さらには子どもの教育に関する親の基本的な権利を侵害するものであるから，そ
のような全面的な適用に関して州が最高度の利益を有することを証明できない限り，親に対して義
91d．，　at　241－250；1546－1550（Justice　Douglas　dissenting　in　part）．
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務教育法からの免除を認めなければならないと判示するものである。その点で，宗教的信仰を理由
とした一般的適用可能性を有する法律からの免除という論点一般に関しては，憲法判断の枠組みと
して，1963年の連邦最高裁判決・Sherbert　v，　Vernerloに依拠したものと言える11。　Sherbert判決
では，宗教実践の自由に対して負担を強いる場合には政府の重大な利益（compelling　interest）の
立証が必要だと判示されていたからである12。Yoder判決を評価する場合には，もちろん，信仰を
理由とした免除という論点に関して，Sherbert判決の枠組みを採用したことの当否を問うことも
できる。実際に，1990年の連邦最高裁判決・Employment　Division　v，　Smith13において，　Sherbert
判決の枠組みは実質的に放棄されたが14，Yoder判決は宗教実践の自由に加えて子どもの教育に関
する親の基本的権利が問題になっているがゆえに事例を異にすると区別されたため15，信仰を理由
とした免除一般に関して，Yoder判決が先例としてどのような意義を有するのかということが興味
深い論点として存在する16。しかし，「はじめに」でも述べたように，アメリカにおいて，Yoder
判決が活発な論争の対象となっている理由は，宗教的信仰を理由とした免除という論点一般との関
係で問題があるからというよりも，Yoder判決の固有の文脈である公教育という場面にかかわるか
らであるように思われる17。Yoder判決が批判される場合，その憲法判断の枠組みでは，公教育と
いう場面で考慮されるべき権利あるいは利益が正当に評価されないとか18，憲法判断の枠組み自体
には問題がないとしても，比較衡量の場面で公教育に対する州の利益を過小に評価していると指摘
される19。そこで，以下では公教育という場面であるがゆえに生じていると思われるYoder判決に
対する批判の当否を検討する。
1．子どもの利益　　生き方の自律的選択を保障する批判的思考力
（1）子ども中心主義
　公教育という場面だからこそ生じているYoder判決に対する批判の一つは，本件のような事例
で考慮されるべき利益のうちで，Burger首席裁判官の法廷意見においては十分な注意が払われて
10374U．S．398；83　S．　Ct．1790（1963）（セブンデイ・アドベンティスト教会の信徒が，安息日である土曜日に
　就労を拒否したため解雇されことを理由に州の失業補償金を受け取れないことは，宗教実践の自由に負担を
　強いるものであり，州の重大な利益も立証されていないので違憲であるとされた事例）。
11Anthony　J．　Basinski，　The　Amish　Exemption：AConstitUtionαlly　Compelled　Exception．P，34　University　of　Pit－
　tsburgh　Law　Review　274，278－280（1972）．
12Sherbert，374　U．S．，406；83　S．　Ct．，1795．
13494U．S．872；110S．　Ct，1595（1990）（宗教的儀式で非合法薬物ペヨテを服用したことで薬物更生施設を解雇
　された者が州の失業補償金の受給を拒否されたことに関して，たとえ宗教的儀式におけるものであろうとも
　ペヨテの服用を禁止することは宗教実践の自由を侵害するものではなく，それゆえ，ペヨテの服用を業務に
　関連した非行として失業補償金の支払いを拒否することも合憲であるとされた事例）。
14@1d。，　at　882－890；1602－1606．
15@1d．，　at　881－882；1601－1602．
16See　generally，　Jay　S．　Bybee，　Substantive　Due　Process　and　Free　Exercise　ofReligion’　Mayer，　Pierce　and　the　Origins
　of　Wisconsin　v．　Yoder，25　Capital　University　Law　Review　887（1996）．
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いるとは言いがたい利益があるという指摘である20。すなわち，次のような主張である。法廷意見
が宗教実践の自由と親の教育の自由侵害を認定する際に重視した要素は，主に，親の宗教的信仰と
親が所属するアーミッシュ共同体の存続であった。また，親の利益に対抗する州の利益として考察
された要素も，民主的市民としての能力や社会に対する負担であり，いわば，社会的利益が念頭に
置かれていた。しかし，本件においてもっとも注目されるべきであった利益は，子どもの利益であ
る。なぜなら，Douglas裁判官が一部反対意見で指摘するように，親に対して義務教育法の適用を
免除することによって公教育を受ける利益を失う子どもが，もっとも影響を受けることになるから
である。したがって，Yoder事件においては，第9学年以降の公教育を受けないことによって，
子どもの利益に対してどのような影響が及ぶかを検討すべきであった。法廷意見は，親やアーミッ
シュ共同体の利益と州の社会的な利益のみを比較衡量する点で不当であり，公教育という場面では
子どもの利益を中心に憲法判断の枠組みを組み替えるべきであると主張されることになる。
　例えば，James　G．　Dwyerは，　Burger法廷意見について，それは親に対して自分の好みに合わ
せて子どもの精神を支配する権利を認めるところまで，親の宗教実践の自由と教育の自由の射程を
広げるものであると評価する。しかし，Dwyerによれば，そもそも憲法上の権利は自分のことを
自分で決めることを保障したものであり，他者（子ども）のことまで決めることを含まないはずで
17公教育という文脈の固有性に着目してYoder判決を論じていると思われるものとして，　Sthephen　T．　Knud－
　sen，　Comments’The　Educαtion　of　the　Amish　Child，62　California　Law　Review　1506（1974）；Joel　Feinberg，　The
　Child　’s　Right　to　an　Open　Future　in　Whose　Child？：Children’s　Rights，　Parental　Authority，　and　State　Power（Wil－
　liam　Aiken＆Hugh　La　Follette　eds．　Littlefield，　Adams＆Co．1980）；David　A．　J．　Richards，　The　lndividual，　the
　Family，　and　the　Constitution：　A　lurisprudential　Perspective，55　New　York　University　Law　Review　1（1980）；
　James　G．　Dwyer，　Parents’Retigionαnd　Children　’s　Welfare：Debunleing　theヱ）octrine　of　Parents’　Rights，82
　California　Law　Review　1371（1994）；Spinner，　supra　note　4　at　87－112；William　A．　Galston，　The　Two　Concepts
　of　Liberalism，105　Ethics　516（1995）；Amy　Gutmann，　Civic　Education　and　Social　Diversity　105　Ethics　557
　（1995）；Stephen　Macedo，　Liberal　Civic　Education　and　Religious　Fundamentalism：The　Case　of　God　v．ノbhn
　1～αz〃な～105Ethics　468（1995）；Richard　J．　Arneson　and　Ian　Shapiro，ヱ）emocratic／Autonomγ　and　Religious　Free－
　dom：．A　Critique　of　Wisconsin～v．　Yoder　in　Political　Order：Nomos　38（lan　Shapiro＆Russell　Hardin　eds．　New
　York　University　Press　1996）；Shelley　Burtt，　In　defense（Of　Yoder　Parental．Authority　and　the　Public　Schools　in
　Id．；Robert　Justin　Lipkin，　Religious／tZsttfiαation　in　the　Ameriαan　Communitarian　Republic，25　Capital　Universi－
　ty　Law　Review　765（1996）；Amy　Gutmann，　Democratic　Education，19－47（with　a　new　preface　and　epilogue，
　Princeton　University　Press　1999［第1版は1987年に出版］，神山正弘訳『民主教育論：民主主義社会におけ
　る教育と政治』同時代社（2004）［原典は第2版］）；Meira　Levinson，　The　Demands　of　Liberal　Education，
　162－169（Oxford　University　Press　1999）；Stephen　Macedo，　Diversity　and　Distrust：Civic　Education　in　a　Mul－
　ticultural　Democracy，150－211（Harvard　University　Press　2000）；William　A．　Galston，　Liberal　Pluralism：The
　Implications　of　Value　Pluralism　for　Political　Theory　and　Practice，93－109（Cambridge　University　Press
　2002）．
18参照　本稿皿1。
19参照　本稿皿2。
20Knudsen，　supra　note　17　at　1515－1531；Richards，　supra　note　17　at　40－45；Feinberg，　supra　note　17　at　133－138；
　Dwyer，　supra　note　17at　1382－1388；Arneson　and　Shapiro，　supra　note　17　at　388－403；Burtt，　supra　note　17　at
　420－430；Levinson，　supra　note　17　at　162－163．
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ある。したがって，親が子どもを支配する権利を認めることはできないという。それゆえ，親の教
育の権限とは憲法上の権利ではなく特権（privilege）と解すべきであり，子どもの教育に対する合
理的利益を奪うことはできない。憲法判断の枠組みとしては，Yoder事件のような事例において
は，子どもの世俗的な利益にとって親と州のどちらの主張が合理的であるかを問うべきであったと
主張する21。
　このような主張は，子どもの利益を中心に憲法判断の枠組みを整えるという意味で，子ども中心
主義と呼べるであろう。確かに，子どもはもはや親の所有物ではなく，親とは独立の個人として尊
重されるべき人格であると考える以上は，子ども中心主義は一定の説得力をもつ主張である。もっ
とも，子どもの利益を中心に憲法判断の枠組みを整えるとしても，そのことによって直ちにYoder
判決の結論について評価が定まるわけではない。子ども中心主義の立場をとっていると思われる論
者の間でも，Yoder判決の結論に対する評価はまちまちである。一方の論老は，州が公教育を通じ
て，どうしても実現しなければならない子どもの利益は第8学年までの学校教育で十分であるか
ら，後は親に任せるべきであると主張し22，他方の論者は，第8学年までの公教育では不十分であ
るから，親に任せるわけにはいかないと主張する23。その意味では，子ども中心主義は，もっとも
影響を受けるにもかかわらず，見落とされがちであった子どもの利益に関して考察を深めるべき
だ，という反省的な主張として一定の意義をもつが，公教育をめぐる親と州の権限関係についてな
んらかの解釈論的帰結をもたらすような種の主張ではない。結局，親の教育方針に対抗して，州が
公教育で実現すべき子どもの利益をどう見積るべきか，というところを論じなければならなくなる。
②生き方の自律的な選択
　Yoder判決が子どもの利益という視点から批判される場合，　Burger法廷意見は，親の宗教的信
仰やアーミッシュ共同体の存続を理由に公教育からの退出を認めることで，子どもから将来の生き
方を自律的に選択する機会を奪うものであり不当である，と言われることがある24。この種の批判
は，公教育は，子どもに対して，将来の生き方を自律的に選択することを保障することを目的とす
るということを前提にしているように思われる。子どもは，たまたまアーミッシュの親の下に生ま
れただけであり，親とは別個独立した人格である以上，将来どのような生き方をするのかを決める
のは子ども自身でなければならない。そして，もちろん，アーミッシュとしての生き方とは別の生
き方を選択することができることも保障されなければならない。そのような個人の自律的な生き方
の選択を保障するものが公教育であり，いくら親の信仰に反する，あるいはアーミッシュ共同体の
21Dwyer，　supra　note　17　at　1382－1388，1423－1435．
22Feinberg，　supra　note　17　at　136－137；Burtt，　supra　note　17　at　420－429．
23Richards，　supra　note　17　at　43；Arneson　and　Shapiro，　supra　note　17　at　403－406．
24Richards，　supra　note　17　at　42－45；Arneson　and　Shapiro，　supra　note　17　at　388－403；Levinson，　supra　note　17　at
　36－63，162－163．
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存続が脅かされるからといっても，子どもから公教育が与える利益を奪うことは不当であるという
ことが主張される。
　Richard　J．　ArnesonとIan　Shapiroによれば，子どもの自律的な選択を保障する教育という考え
方には，次の二つの目的が含まれていることが多いという25。すなわち，①生き方の選択肢を最大
限提供することと，②その多くの選択肢の中から，合理的に生き方を選択するための批判的な能力
の獲得である。Yoder事件における親の主張は，アーミッシュの信仰に反する影響に子どもを曝さ
ないためと，子どもがアーミッシュ共同体から出て行ってしまうことを防ぐために，第9学年以
降の教育を拒否するというものであった。アーミッシュ共同体からの退出を防ぐことは，他の生き
方を選択する機会を少なくするであろうし，上述のとおり，そのアーミッシュの信仰とは，権威を
重んじ，批判的な思考力を否定するものである。その点で，アーミッシュの親の主張は自律的な生
き方の選択を保障するという目的に反し，認めるわけにはいかないということになるであろう26。
しかし，子どもの利益という視点から，最大限の選択肢の提供と批判的な思考力の獲得ということ
が，そもそもなぜ公教育の目的とされなければならないのか，ということをそれぞれ検討すると，
双方の主張に対して疑問点を指摘できる。
（3）最大限の選択肢の提供
　ArnesonとShapiroが指摘するように，子どもの利益という視点からすると，最大限の選択肢を
提供することに意味を見出すことに関しては，二つの疑問を提起することができる27。第一に，子
どもに対して，生き方の選択肢を狭めることは必ずしも悪いことではないということである。例え
ば，子どもを歌舞伎役老にしたいと思う親は，幼児期から子どもに歌舞伎の稽古をさせ，将来，歌
舞伎役者になるように子どもを方向付けようとすることもあろう。子どもは，他の多くの子どもた
ちとは異なり，早い時期から歌舞伎役者になることを自覚するようになる一方で，他の子どもたち
が提供されているであろう生き方の選択肢を親から示されず，他の生き方を自覚的に模索すること
もあまりないであろう。親は，子どもの生き方の選択肢を狭めていると言える。このような教育は
悪い教育なのであろうか。この教育の良し悪しは，子どもが教育を受けている段階では評価不能で
ある。なぜなら，将来，子どもが大人になり，自分の受けた教育の良し悪しを評価できるようにな
って初めて，その教育の評価が定まるからである。仮に，その子どもが大人になって歌舞伎役者に
25Arneson　and　Shapiro，　supra　note　17　at　388；See　also，　Feinberg，　supra　note　17　at　140－151．
26もっとも，公教育の目的を子どもの自律的な選択の保障であると設定ながらも，Yoder判決の結論は必ずし
　も誤ったものではないと主張する論者もいる。例えば，Joel　Feinbergは，公教育の目的を子どもの自律の
　促進としながらも，Yoder事件で問題となったようなプラス1年か2年の教育は子どもの利益にとって重大
　な影響を及ぼすものでない一方，アーミッシュ共同体への影響は甚大であることを考慮すれば，Yoder判決
　の結論は正当であったと主張するFeinberg，　supra　note　17　at　136－138。その点で，子どもの自律を重視する
　論者にとっても，Yoder事件は簡単な事例ではない。
27Arneson　and　Shapiro，　supra　note　17　at　390－393．
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なったとする。その時，その人が今自分が歌舞伎役者になれたのは親の教育のおかげであると感謝
するならば，その教育は良い教育であったと言えるであろうし，逆に，自分は向いていないからサ
ラリーマンに転職しようと思い，親にはもっと一般的な教育をして欲しかったと思うならば，その
人にとって親の教育は良いものではなかったということになろう。つまるところ，親が子どもの選
択肢を狭めるような教育をしたからといって，それが直ちに悪いということにはならないし，可能
な限りの選択肢を提供したからといって，それが直ちに良いということにもならない。また，生き
方の選択肢を最大限提供しようとすれば，必然的に早期教育が必要な職業に就くことができる可能
性は閉じられてしまうことにもなる。結局，最大限の選択肢を提供する教育は，ある一つの教育方
針ではありうるとしても，どの子どもにも当てはまる唯一の教育であるとは主張できない。
　第二に，そもそも，選択肢の多さを計る基準が存在しないとも言える。アーミッシュの人々から
みれば，アーミッシュ共同体での生活か，その外での世俗世界での生活かの二者択一の中で，最大
限の選択肢の提供を名目にした高等学校段階の教育は，アーミッシュ共同体での生活の否定を意味
し，さらには，アーミッシュ共同体内部でのさまさまな種類の生き方の否定を意味する。アーミッ
シュの人々にとっては，公教育は多くの選択肢を否定するものではあっても，最大限の選択肢を提
供するものではない。ある人がとる立場によって，特定の教育が多くの選択肢を提供している場合
もあれば，極僅かの選択肢しか提供していない場合もある。その意味では，すべての人に通用する
ような最大限の選択肢を提供する教育というものはそもそも不可能である28。
　以上の2点の問題により，最大限の生き方の選択肢を提供することを理由にしては，アーミッ
シュの親の主張に対抗することはできないということになろう。
（4）批判的思考力の獲得
　子どもの利益という視点から，子どもが生き方を自律的に選択するために批判的な思考力の獲得
を公教育の目的として設定しなければならないという主張は，いわゆる卓越主義（perfectionism）
的な自由観に発するものと考えることができる。アメリカにおいて言われる卓越主義とは，憲法
上，人々に自由が保障されている意味は，人々がそれぞれ，世の中にあるさまざまな善き生き方の
概念を批判的に検討したうえで，自分が善いと思う生き方を自律的に選択し，生活を自律的に営む
ことを可能にするためだという主張であると思われる29。しかし，子どもは，生まれながらにその
ような自律的判断能力を有するわけではない。それゆえ，憲法上の権利を保障する前提として，自
律的な判断能力，あるいは批判的な思考力を養うような教育が，子どもに提供されるべきである。
28教育というものが，性質上，何らかの意味では子どもにとっての選択肢を狭めざるを得ないものであり，そ
　うでなければ意味をなさないものであるとも言えるSee，　Feinberg，　supra　note　17　at　145－148；Spinner，　supra
　note　4　at　99－105。
29See，　Levinson，　supra　note　17　at　7－35；Amy　Gutmann，　Civic　Education　and　Sociα1　1）iversity，　supra　note　17　at
　558－560．
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公教育は，このような自律的判断能力，あるいは批判的思考力をすべての子どもに備えさせること
を目的にしているということになろう。
　しかし，周知のとおり，このような純粋に卓越主義的な主張には批判が多い。現代社会は，さま
さまな道徳的価値観が競合する多元的社会であると言われる。その中で，それぞれの生き方を相互
に比較し，善悪を判断する共通の物差しは存在せず，個人の善き生を尊重しようとすれば，個人一
人ひとりが善きものと考える生き方をそれぞれ尊重するほかはない。そのような多元的社会におい
ては，もちろん，権威への服従を奨励し，あるいは共同体への個人の献身こそが善き生き方である
と考える人々もいる。Yoder判決で当事者となったアーミッシュの人々は，まさに個人の自律的な
生き方や合理的理性に価値を認めず，宗教的な権威に自らを捧げることこそが善き生き方だと考え
るような人々であった。William　A．　Galstonは，道徳的に多元化した社会においては，たとえ他の
多くの人々が悪い生き方だと考えようとも，他者に害悪を及ぼさない限り，個々人がそれぞれ善き
ものと考える生き方を尊重することが求められるという30。このような立場からすれば，自律を前
提にした純粋に卓越主義的な自由観は，さまさまな善き生き方に関する考え方が競合する中で，自
律的な生き方，すなわち，ある特定の生き方を人々に押し付けるものに他ならない。したがって，
公教育を通じて自律的な生き方を子どもたちに強制することも，特定の生き方を強制するものであ
り不当である。自律的な判断能力，あるいは批判的思考力を促進する教育が，子どもの善き生にと
って利益になるとは一概には言えない。
　このような卓越主義批判に対して，確かに，大人に対して自律的な生き方を強制すること，ある
いは非自律的な生活を営む大人に対して寛容を示さないことには問題があるかもしれないが，公教
育を通じて子どもに自律的な判断能力，あるいは批判的思考力を身につけさせることは別問題であ
ると主張されることがある。大人が非自律的な生き方を善きものとしては選択したならば，それは
個人の判断として尊重すべきであろう。しかし，非自律的な生活を営む親の下にたまたま生まれた
からといって，子どもが自律的な判断能力を身に付けなくてよいということにはならない。子ども
も，親とは独立した個人として尊重する以上は，将来，親とは別の生活を営む可能性が留保されな
ければならず，親とは違う自律的な生き方を選択する余地も残されていなければならない。もちろ
ん，将来，子どもは親と同じ非自律的な生き方を選ぶこともできるが，子どもの将来の選択に備え
て，親の生き方を批判的に検証し，あるいは自律的な生活を営む能力をも身に付けていなければな
らない。それゆえ，公教育の目的を自律的な判断能力や批判的思考力の育成とすることは子どもの
利益に適うものであるという。ArnesonとShapiroは，このような主張を「自律性の道具的な見方
（instrumental　view　of　autonomy）」の主張と呼び支持する31。また，同じくこのような主張を支持
するMeira　Levinsonは「弱い卓越主義（weak　perfectionism）」と呼ぶ32。もっとも，「道具的自
30Galston，　The　Tzσo　Coneeptsげ五必θπ漉s魏，　supra　note　17　at　521－525，527－535．
31Arneson　and　Shapiro，　supra　note　17　at　398－403．
32Levinson，　supra　note　17　at　21，37－41．
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律性」あるいは「弱い卓越主義」の主張にも，問題がないわけではない。Robert　Justin　Lipkinが
指摘するように，結局，これらの主張も，自律的な選択を鍵概念に据える自由観を支持するもので
あり，生き方の決定に関して，非自律的に権威へ服従するよりも，自律的に選択することの方が善
いという考え方にくみしていなければ出てこないものだということである33。自律的な選択を支持
する自由観は，特に，宗教の自由との関係で問題にされることが多い34。個人にとって信仰が意味
をもつのは，個人の自律的な選択の結果であるからという場合に限られない。ただ良心の命令に従
うこと，宗教的義務に従うことの結果としてでなければ意味をなさない信仰も存在する。その点
で，宗教の自由を個人の自律的な選択を保障するものと観念することには問題がある。
　もっとも，公教育の目的として批判的思考力の獲得を設定することに反対する論者も，公教育の
意義をまったく認めないわけではない。子どもの利益という観点からと，多元的社会におけるさま
さまな価値観の共存という観点から，州は親の反対に抗してでも子どもに一定の教育を受けさせる
ことを強制できるという。ただ，そこで必要とされる公教育は，批判的な思考力の獲得までを要求
するものであってはならず，最低限の要求に留まるべきだと主張する。例えば，Galstonは，子ど
もは親の所有物ではなく，一個の人格として尊重されるべきだから，親の教育の自由の名の下に，
子どもを奴隷化し，親とは異なる生き方をさせないくらい完全に子どもを囲い込むようなことまで
許してはならないという。そこで，子どもの利益という観点からは，通常の基礎的な能力の発達を
促す知識・技術を教える教育が必要となる。また，社会の中でのさまざまな考え方をもつ人々の共
存という観点からは，遵法精神や，自分の考え方を国家権力を利用して他老に押し付けようとはし
ないという意味での寛容の精神が教えられなければならないという35。
　以上の考察によれば，Galstonの主張するような最低限の公教育を超えたものを，子どもの利益
ということを理由に，親の反対に抗してでも実現しなければならない州の利益として正当化するこ
とは難しいように思われる。上述のとおり，Yoder事件におけるアーミッシュの親は，第8学年
までの基礎的な教育を子どもに受けさせることには反対していなかった。さらに，Burger法廷意
見から明らかなように，アーミッシュの人々は，批判的な思考力を備えた存在とは言えないとして
も，遵法的で，アーミッシュ共同体の外の人々に害を及ぼすような存在でもない。そうなると，第
9学年以降を免除しても，州が公教育を通じてどうしても実現しなければ利益は害されるわけでは
ないということになろう。子どもの利益ということを理由として，Yoder判決の結論に反対するこ
とは難しい。そうする場合には，少なくとも卓越主義的な自由観に対する批判に答えねばならない。
33Lipkin，　supra　note　17　at　780－781．
34See，　Michael　J．　Sandel，　Freedo〃z　of　Conscience　or　Freedo〃z（ゾC々o∫06P，87－92，　in　Articles　of　Faith，　Articles　of
　Peace：The　Religious　Liberty　Clause　and　the　American　Public　Philosophy（James　Davison　Hunter＆Os　Guin－
　ness　eds，　The　Brookings　Institution　1990）；Michael　J．　Sandel，　Democracy’s　Discontent：America　in　Search　of
　aPublic　Philosophy，65－71（The　Belknap　press　of　Harvard　University　Press　1996）；See　also，　Eamonn　Callan，
　Creating　Citizens：Political　Education　and　Liberal　Democarcy，43－69（Oxford　University　Press　1997）．
35Galston，　Liberal　Pluralism，　supra　note　17　at　93－109．
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⑤子どもの意思
　Douglas裁判官の一部反対意見では，子どもの利益という視点から，高校段階という自己の意見
をある程度までは表明できるまでに成熟している子どもに対しては，意見聴取の機会が与えられる
べきであり，その子どもの意思がキャスティングボートを握るべきであったとの意見が述べられて
いた。子どもの利益ということに関連して，最後に，この子どもの意思をどう扱うべきであったか
ということについて論じてみたい。まず問題になるのは，Douglas裁判官がどのような自由観に立
って，子どもの利益というものを論じ，子どもの意思を重視していたかである。反対意見の全体的
論調からすると，子どもの将来の可能性や自律的な生き方の選択を重視する卓越主義的な自由観に
立つものであるようにも思われる。実際に，そのように指摘する論者もいる36。しかし，卓越主義
的な自由観からすれば，子どもに批判的な思考力を身に付けさせることが公教育には求められ，い
くら子どもが高校段階の教育を拒否したいとしても，それが批判的思考力の発達に必要な限りで子
どもの意思とは無関係に強制することが正当化されるはずである37。もし，Douglas裁判官が卓越
主義的な自由観に立っていたとするならば，子どもの意思が決定的役割を果たすべきだといった意
見は矛盾している。
　それでは，Douglas裁判官は，自律を前提にしない自由観に立って，子どもの意思を問題にして
いたと言えるであろうか。このような自由観に立った場合，批判的能力とは無関係に，子どもの成
熟度とその意思が尊重される程度は相関関係に立つことになる。そして，14歳という年齢がある
程度の成熟度を示すものであるならば，子どもに対しても宗教の自由の行使を認めるべきであると
いうことになり，親の意思や州の利益よりも，子どもの意思が決定的に重要な役割を果たすことに
なることにも頷ける。また，そうした場合には，子どもの学校に通いたいという意思だけではな
く，宗教的な信仰を理由に子どもが学校に通いたくないという意思も尊重すべきであろう。たと
え，親が学校に通わせたいと考えていたとしてもである。しかし，Douglas裁判官が，ここまでの
ことを予定していたかどうかは疑わしい。親も州も，子どもを学校に通わせるべきだと考えている
にもかかわらず，子どもが信仰を理由に通うことを拒否する意思を表明した場合，その子どもの意
思を尊重して免除を認める心構えがDouglas反対意見からは窺えないからである38。結局，卓越主
義的な自由観を前提に，子どもの批判的能力の獲得に高等学校段階の教育が役立つことを慮って，
子どもの通いたいという意思のみを尊重しようとしているのではないかとも思われる39。
　批判的な思考力を前提にしない筆老の立場からすれば，やはり，子どもの成熟度に応じて，十分
に成熟していると判断される場合には，親の意思や州の利益とは独立に，子どもの宗教の自由とい
36Sandel，　Freedom　Of　Conscience　or　Freedom　of　Choice～，　supra　note　34　at　91．
37See，　Arneson　and　Shapiro，　supra　note　17　at　383－384，
38Bybee，　supra　note　ll　at　925－926．
39Stephen　T．　Knudsenは，　Douglas裁判官の一部反対意見を肯定的に評価しつつ，自律促進的な公教育観を
　前提にして，公教育が子どもに与える利益を考慮すれば，高校に通いたいという子どもの意思のみを重視す
　べきだというKnudsen，　supra　note　17　at　1523－1529。
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うものを尊重すべきということになろう40。しかし，子どもの成熟度は，そう簡単に計れるもので
はない。具体的な争いにおいて，子どもがどの程度成熟した宗教的信仰を有しているかを判断する
ことは慎重な事実認定にもとついたケース・バイ・ケースにならざるを得ない。だからといって，
子どもの意思は無視してよいということにはならないであろう。その点で，Yoder事件のような事
例では，まず子どもの意見が聴取されることは重要であるが，子どもの意思は，Douglas裁判官の
ように即座にキャスティングボートを握るような種類のものではないと思われる。
2．民主政の要請一民主的市民の徳性としての批判的思考力
（1）民主的市民の育成
　Yoder判決が批判される場合は，子どもの利益への配慮からのものに限られるわけではない。ア
メリカの憲法体制が前提とする民主政の要請という視点から，Burger首席裁判官の法廷意見は公
教育の意義を十分に理解しないものであり，Yoder判決の結論は誤っていると主張されることがあ
る。このような批判を展開する代表的論者が，Amy　Gutmannである。　Gutmannによれば，アメ
リカの民主政は，ある一定の民主的徳性を備えた市民を前提にしており，そのような市民を積極的
に再生産してゆかねばならないという。さもなければ，アメリカの民主政は立ち行かなくなってし
まうからである。公教育とは，まさに，そのような民主的な徳性を備えた市民を社会的に再生産す
ることを目的にするものであるという。そして，そこで言われる民主的な徳性とは，最低限の知識
　技術教育や遵法精神，寛容という道徳教育だけで充足されるものではなく，「討議・熟慮能力」
や「相互尊重」というものを備えさせるような教育によって初めて満足するものであると主張す
る41。公教育は民主的市民の徳性として批判的思考力の育成を目指すべきだ，という議論と言える
であろう。このような主張を展開する論者は，Gutmannの他にも多くいる42。そもそも，アメリ
カでは，公教育の出自そのものが民主的市民育成を目的としたものであったことはよく知られると
ころである。
　批判的な思考力を有する民主的市民の育成のために公教育があり，そのために第9学年以降の
学校教育が必要だという立場から見れば，たとえ子どもの利益に適うかどうかはわからないとして
も，Yoder判決の結論は誤っているということになるであろう。　Burger首席裁判官の法廷意見
は，州が公教育を通じて実現すべき目的を低く見積もりすぎだということである。民主政の要請を
重視するこの立場では，民主的市民の育成という公教育の目的を実現する州の利益は，親や子ども
の宗教の自由よりも優先する重大な利益である。しかし，民主政の要請から批判的な思考力の発達
を正当化するアプローチにも疑問が提起されることがある。
40Galston，　Liberal　Pluralism，　supra　note　17　at　104．　See　also，　Burtt，　supra　note　17　at　430－433．
41Amy　Gutmann，　Democratic　Education，　supra　note　17　at　19－47．
42Macedo，　Diversity　and　Distrust，　supra　note　17　at　150－211；Arneson　and　Shapiro，　supra　note　17　at　375－379，
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②　市民としての批判的思考力の生き方の選択への影響
　疑問は，個人の生き方の選択に対して，市民として批判的思考力を身に付けることが与える影響
に関連する。子どもの利益に関する個所で述べたとおり，自律的な生き方，あるいは批判的な思考
力を身に付けた上での生き方の自律的な選択を，非自律的な生き方，あるいは権威に従った生き方
の非自律的な選択よりも善きものであると正当化することは卓越主義的な前提に立たない限り難し
い。それゆえ，非自律的な生き方，あるいは非自律的な生き方の選択も，尊重に値するものとされ
なければならない。そうだとするならば，いくら民主政の要請であり，市民としての役割を果たす
ために必要だといっても，批判的な思考力を身に付けさせるような教育を強制することは，非自律
的な生き方の選択を尊重したことにはならないのではないか，という疑問が浮かぶ。なぜなら，子
どもが公教育を通じて批判的思考力を獲得してしまったならば，一つの頭脳をもつ人間である以
上，その能力は生き方の選択にも影響せずにはいられないからである。もはやその子どもは，生き
方を非自律的に選択することはできない。非自律的な生き方を選んだとしても，それは自律的な選
択の結果である。最終的な帰結としては，卓越主義的な主張と同じになってしまう。
　実際には卓越主義と同じ帰結をもたらしてしまうことは，民主政の要請に重点を置く論者にも意
識されている。Gutmannは，民主的市民教育の卓越主義的帰結を意識しつつ，リベラルな民主政
国家において最終的に許容される多様性は，まったくの放縦なものではなく，合理的な多様性であ
るという43。また，Stephen　Macedoも，理論上は，　John　Rawlsの提唱する政治的リベラリズムの
構想に依拠して，民主的な市民教育によって批判的な思考能力の養成を目指すのは，公共的な
（Civic）要請であり，自律を前提にした生き方を善きものとして推進しているわけではないと主張
するものの，市民教育の生き方の選択への影響は不可避であるという44。民主政の存続のためには
やむを得ない影響であるというのであろう。
　以上のことからすると，民主政の要請ということを考慮に入れたとしても，公教育のあり方に関
しては，二つの立場がありうるであろう。一つが，民主政の要請ということを重視して，公教育に
おいては批判的な思考力を身に付けされることを強制できるとし，生き方の非自律的な選択には寛
容ではありないとする立場である。もう一つは，生き方の非自律的な選択にも寛容であるべきと
し，公教育は最低限の基礎的な教育に留め，批判的な思考力の育成を強制できないという立場であ
る。各人が最終的にどちらの立場にくみするかは，アメリカの憲法体制が前提とするリベラルな民
主政という政治体制をどう理解するかによるであろう。筆者は，民主政の要請から批判的思考力を
備えた市民を育成することは重要であると考えるが，それを公教育を通じて強制的に実現しようと
することには問題があると思われる。その意味では，公教育において批判的思考力の発達を奨励す
ることはできるが，それに反対する者に対しては，最低限の基礎的な教育のみを強制できるにすぎ
43Gutmann，　Civic　Education　and　Social　Diversitsノ，　supra　note　17　at　560－565，573－579．
44Macedo，　Diversity　and　Distrust　supra　note　17　at　166－187，212－228；Macedo，　Liberalα加o　E伽α吻πand
　1～eligious　Fundαmentzlis〃z，　supra　note　17　at　491－496．
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ないとすることがさしあたり妥当ではないかと考えている45。それゆえ，Yoder判決の結論も正当
であったと思われる。
（3）部分的市民論
　最後に，民主政の要請から公教育においては批判的な思考力の要請が求められるとしつつも，ア
ーミッシュ共同体の特殊性を強調することで，Yoder判決の結論を擁護する主張について検討を試
みる。Jeff　Spinnerが提唱する「部分的市民（partial　citizen）」論である46。　Spinnerよれば，公教
育を通じて子どもに批判的な思考力等の市民的な徳性を教え込むことは重要な公共的利益（Civil
interest）であり，通常，国家は，そのような価値を子どもたちに教え込まなければならない。し
かし，アーミッシュ共同体のアメリカ社会における特殊なあり方を考慮に入れるとき，アーミッシ
ュの人々は，他の人々と異なった取り扱いがなされなければならないという。そのアーミッシュの
特殊性とは，端的に言えば，主流社会から分離した存在であるということである。アーミッシュの
人々は，投票権を行使することもないし，公職に就くこともない。さらには，アーミッシュ共同体
の外の人々との接触も最小限である。Spinnerに言わせれば，アーミッシュ共同体は，アメリカの
中にはあるが，アメリカではない。まさに，部分的市民と言える存在である。そして，アーミッシ
ュのような「部分的市民」に対しては，他の「全体的市民（full　citizen）」に必要とされるような
徳性は要求されないという。「部分的市民」に対しては，他者を害することや，その共同体のメソ
バーがそこを出て行くことを不可能にすることがないよう求められるだけである。その他の面で
は，リベラルな国家は，嫌々ながらも寛容を示さなければならない。それゆえ，アーミッシュの人
々には批判的能力等の徳性を身に付けることを強制する必要はなく，Yoder判決においてBurger
首席裁判官が示したアーミッシュに対する寛容は妥当であったと述べる。
　部分的市民に対する寛容は，Yoder事件と似た事例である1987年の連邦控訴裁判所判決・
Mozert　v．　Hawkins　County　Board　of　Education47と比較すると分かりやすい。　Mozert事件は，キリ
スト教原理主義者の親が，子どもに批判的思考力を備えさせることに反対して，批判的リーディン
グの授業から子どもを免除することを求めた事例であり，連邦控訴裁判所は親の主張を認めなかっ
た。Spinnerは，アーミッシュの親と同じく批判的思考力を備えさせることに反対しているにもか
かわらず，キリスト教原理主義者の親の主張は認められないという。なぜなら，キリスト教原理主
義者は，積極的に政治に参加し，自らの主張を通そうとする全体的市民だからである。
　部分的市民論に関しては，民主政の要請として公教育を通じて批判的思考力を養成することを正
当化する側からも，それに反対する側からも批判される可能性がある。民主的市民の育成を重視す
45拙稿「アメリカの公教育に関する憲法学的一考察　　リベラルな民主政と公教育をめぐる論争を中心に」法
　学研究論集〔明治大学大学院〕第25号21頁（2006），40－41頁。
46@Spinner，　supra　note　4　at　95－118．
47827F．2d．1058（6th　Cir．1987）．
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る立場からは，すべての子どもたちに批判的思考力を備えさせることは不可欠であり，主流社会か
ら分離していることは公教育の免除を認める理由にならないと言われるであろう48。他方，生き方
の非自律的な選択にも寛容であるべきという立場からは，部分的市民とは言えない人々にも，批判
的能力の養成を強制することは不当であると言われるであろう。この立場からすれば，政治に深く
かかわっているからといって，キリスト教原理主義者には寛容を示す必要はないということはなく，
Mozert事件の親の主張も認められるべきであったということになる。もっとも，民主政の要請と
いうことを重視しつつも，社会の多様性に対して可能な限り寛容であろうとする論者にとっては，
部分的市民論は一つの可能性を示すものであろう49。部分的市民論の狙い自体，そのようなものと
理解すべきだと思われる。
おわりに
　アメリカにおけるYoder判決をめぐる論争は，整理すれば，公教育を通じて批判的思考力を子
どもたちに備えさせることの是非をめぐる論争であると言えるであろう。批判的思考力の発達を重
視する論者はYoder判決を批判し，それに対抗する論者はYoder判決を擁護している。その立場
の違いは，「はじめに」で示唆したとおり，あるべき公教育観の違い，つきつめれば，自由観ある
いは民主政観の違いを反映するものであることが明らかになった。子どもの利益という視点から批
判的思考力の育成を正当化する論者は，卓越主義的な自由観を前提にするものであったし，民主政
の要請という視点から批判的思考力の育成を説く論者は，生き方の非自律的な選択を尊重できない
ことはやむを得ないと考えていた。この論争はまた，アメリカ社会において，他の多くの人びとが
抱く人生観とは異なる思いをもつ人びとに対して，アメリカの憲法体制はどこまで寛容であるべき
なのか，という問題でもあろうし，さらには，その少数派の人びとの人生観が憲法体制の前提とす
る価値観と対立する契機を含むときに，それでもなお憲法はその人びとに対して寛容を示すべきな
のか，という問題でもあろう。筆者の立場は，本論に述べたとおりであるが，まとめるならば，子
どもの利益あるいは民主政の要請ということから正当化できる公教育は，最低限の基礎的な教育の
みであり，批判的な思考力の養成を理由にして，生き方の非自律的な選択を否定することはできな
いということになろう。公教育においては批判的思考力を奨励できるとしても，それを強制するこ
とはできないという立場である。それゆえ，筆者はYoder判決の結論は正当であったと考える。
いずれにしろ，Yoder判決をどう評価するかという問題は，憲法と公教育の関係について，根本ま
でさかのぼって考え直すことを要求すると言えるであろう。
48Gutmann，　Civic　Eduαation　and　Social　Diversily，　supra　note　17　at　568－570；Macedo，　Diversity　and　Distrust，
　supra　note　17　at　207－209．
49Yoder判決を分析し，政治的リベラリズムの立場から公教育において一定の討議・熟慮能力の育成を目指す
　ことは不可欠だとしつつも，部分的市民論を援用しアーミッシュの公教育からの「退出」の可能性を示唆す
　る邦語文献として，阪口正二郎「リベラリズム憲法学の可能性とその課題」藤田宙靖／高橋和之編『憲法論
　集〔樋口陽一先生古希記念〕』創文社587頁（2004），591－600頁，605－606頁。
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　Yoder判決をめぐる論争はアメリカという文脈で生じたものであり，日本にどのような示唆を与
えるかを計ることは難しい。しかし，少なくとも理論的にはいくつかの手がかりを提供するもので
あるよう思われる。例えば，日本における公教育に関する規定である日本国憲法26条はついて
は，子どもの学習権を中心に解釈すべきであると主張されるようになって久しいが，この主張は，
子どもの利益を中心に構成されている。しかし，そこで言われる子どもの利益が，いかなる自由観
に立って，どの程度の公教育を正当化するものであるのかが論じられることは今日まで少なかった
のではないかと思われる。この点，アメリカにおける子どもの利益と公教育の関係に関する議論は
日本の議論に対しても理論的示唆を与えるものと考えることができる。また，最近の日本の憲法学
においては，討議民主政をめぐる議論に代表されるように，日本国憲法が想定する民主主義とはい
かなるものかということが活発に議論されている。しかし，そこにおいては，民主的市民のあり方
について議論されることはあっても，その民主的市民をどのように育成すべきなのかということに
関しては議論が深まっているとは思われない。この点でも，アメリカにおける民主的市民育成と公
教育との関係についての議論は示唆に富むものがあると思われる。
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